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【目的】

【内容】

【経過（～30年度）】 【31年度】 【今後予定（32年度～）】

【今年度要求のポイント】

: - 1 -

3-1
局・課名

614,692

事業費（千円）

主な要求内容 （単位：千円）
項目 30年度予算 31年度要求額 内容・積算等

期間

事業区分 ： 新規・拡充

平成31年度要求額平成29年度決算額

事業名 幼児教育・保育利用者負担無償化事業

： 子ども青少年局・幼保推進課
　施策番号マスター

プラン
：

３つの挑戦
子育て

平成30年度予算額

1,102,497

スケジュール（経過及び今後展開）

要求額（千円）

2,252,260

34,020

10,179

事業

概要

 乳幼児期の教育の重要性に鑑み、全ての子どもに質の高い
教育を保障することをめざし、国主導により無償化を実施す
るもの。

 平成３１年１０月より、３歳から５歳児の全ての子ども及び０
歳から２歳児の非課税世帯の子どもの認定こども園、幼稚
園、保育所、地域型保育事業及び認可外保育施設の保育料
を無償化する。（認可外保育施設については上限あり）
なお、無償化の実施に伴い、２号認定子どもの副食費につい
ては、保護者からの実費徴収となる（年収３６０万円未満相当
世帯及び就学前の子どもから数え３人目以降にあたる場合
は、副食費の徴収を免除）。
1号認定子ども及び私学助成幼稚園を利用する子どもについ
ても、年収360万円未満相当世帯及び小学3年生以下の子ど
もから数え3人目以降にあたる場合は副食費の徴収を免除
（私学助成幼稚園を利用する場合は副食費を補助）

国において、平成３１年１０月から幼児教育・保育の無償化実
施予定。

私学助成幼稚園補足給付（副食費免除分）

要求額に加え、保育料の歳入減（▲205,326千円）が生じる。
２号認定の副食費実費徴収に伴い、副食費の歳入増（12,420千円）が生じる。

債務負担行為

私学助成幼稚園就園奨励費補助金（無償化分）

　H　～　H

401,826

89,046

00

継続して実施予定

認可外保育施設等利用者負担補助金（無償化分）

民間保育所委託費(副食費免除分）

民間認定こども園等給付費（無償化分）

民間認定こども園等給付費（副食費免除分）

平成31年2月4日変更

010014整理番号

合計 0 2,252,260

みんなの審査会対象外

その他　特記事項

10月以降3歳から5歳児の全
ての子ども及び0歳から2歳
児の非課税世帯の子どもの
保育料を無償化する。


